社宅管理規定

（目的）

第１条
この規定は、社員の居住のために会社が所有する社宅の管理運営に関わる事項について定めたものである。
（入居資格）

第２条
社宅への入居資格は、独身者に限るものとする。

２
前項の資格条件を満たしていない社員であっても、会社が認めた場合は社宅へ入居することができる。

（入居の申込）

第３条
社宅への入居を希望する社員は、「社宅入居申込書」に必要事項を記入のうえ、総務部門へ申し込むものとする。

（審査）

第４条
総務部門長は、前条の「社宅入居申込書」の内容を審査のうえ、社宅への入居を許可する。

２
社宅への入居を許可された社員は、ただちに「社宅入居誓約書」を会社宛てに提出しなければならない。

（社宅の使用料）

第５条
社宅の使用料は、社宅所在地の近隣の民間賃貸料を参考にし、次条の定めに準じて決定する。

（諸費用の負担区分）

第６条
社宅の諸費用に関する会社および入居負担の区分は次のとおりとし、細目については別に定める。

①
会社負担費用…社宅の維持管理に必要なもの
②
入居者負担費用…居住に関して日常的な支出に該当するもの

２
前項の定めによってもなお区分が不明なものについては、そのつど会社と入居者が協議のうえ決定する。

（弁償）

第７条
入居者が、故意または過失により社宅を破損し、もしくは滅失させた場合は、会社はその修復に要する費用を入居者に負担させることがある。

（同居人の制限）

第８条
社宅の入居者の家族または入居者が扶養する者のほかは、会社の許可なく同居させることはできないものとする。

２
同居人に異動があった場合は、そのつど会社に届け出なければならない。

（遵守事項）

第９条
社宅入居者は、次の事項を遵守しなければならない。

1 社宅内では円満な隣人関係を営むこと
2 家屋および設備を破損しないこと
（禁止事項）

第10条
社宅入居者に対しては、次のことを禁止する。
①
社宅を居住目的外に使用すること
②　会社の許可なく第三者に転貸すること
２
前項に違反した場合は、社宅を退去させるものとする。

（退去）

第11条
社宅入居者が次の各号に該当したときは相当の期限内に退去しなければならない。ただし、借上社宅の場合で、入居者が社宅に対する権利義務の一切を継承することを家主が承諾し、敷金・保証金等の金銭債務を会社に返却した場合は、居住を継続することができる。

1 社員としての身分を失った場合

2 自己都合により転居する場合
3 会社都合（転勤、出向等）により退去させる場合

（退去期限）

第12条
社宅の退去期限は、1か月以内（ただし、規定違反の場合は15日以内）とする。ただし、本人の死亡等による特別な事由があるときは、退去期限を延長することがある。

（原状回復）

第13条
社宅入居者が居住中に社宅を改変したときは、退去の際に自己の費用にて原状回復しなければならない。

（立退料または転居料）

第14条
社宅入居者が退去するとき、入居者は立退料または転居料等いかなる名目であっても、金銭または物品を会社に請求することはできない。

（社宅の管理運営）

第15条
社宅の管理および運営は、総務部が担当する。

　　附　　　則

この規定は、平成○年○月○日から施行する。

別表　借上社宅家賃限度額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（第８条関係）

地　　域
管理職
非管理職

東京・神奈川・千葉・埼玉
120,000
80,000

大阪・京都・神戸・名古屋
100,000
60,000

その他
80,000
50,000







